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各 位 

 

ＤＸとセキュリティの活用セミナー、４月２０日、松山市で開催 

 

 

 事業者向け情報セキュリティ関連製品・サービスを提供する合同会社四国サート（代表社員 藤内伸二）

は、大阪商工会議所から講師を招き、ＤＸとセキュリティの活用に関するセミナーを開催します。 

 セミナー前半では、“世界一 IT 化された食堂”と評され、経済産業省「デジタルガバナンスコード実践

の手引き」でも DX の成功事例として最初に取り上げられた「ゑびや大食堂」（三重県伊勢市）の事例を

ご紹介します。 

 後半では、中小企業に対するサイバー攻撃の実態をご紹介するとともに、大阪商工会議所が全国に 

展開する「サイバーセキュリティお助け隊サービス」をご紹介し、いま中小企業が取り組むべきサイバー

セキュリティ対策のあり方を来場者と共に考えます。 

 

セミナー 

タイトル 
ＤＸとセキュリティで売上倍増を目指すセミナー 

開催日時 令和 5 年 4 月 20 日（木） 14:00～16:10（13:30 より受付） 

場 所 

テクノプラザ愛媛 2 階 一般研修室 

住 所 愛媛県松山市久米窪田町 337-1 

会場連絡先 えひめ産業振興財団（Tel 089-960-1100） 

講 師 
藤内 伸二 （合同会社四国サート 代表） 

野田 幹稀 （大阪商工会議所 経営情報センター 課⾧） 

募集定員 30 名（現地参加のみ／オンライン開催無し） 

応募方法 

下記のいずれかの方法でウェブサイトにアクセスし、 

申込みフォームより申し込み 

① URL https://shikoku-cert.jp 

② 右記 QR コード 

主 催 合同会社四国サート 

告知ウェブサイト https://shikoku-cert.jp 

本件に対する 

お問合せ先 

 

合同会社四国サート 

担当者 ：藤内 伸二（ふじうち しんじ） 

電話番号：080-3165-6248 

e-mail ：info@shikoku-cert.jp 



 

【サイバーセキュリティお助け隊サービスについて】 

経済産業省と IPA（独立行政法人情報処理推進機構）が、中小企業のサイバーセキュリティ対策を支

援する仕組みの構築を目的とした実証事業を実施（2019 年度から 2 年間）。その成果を受けてサービス

が満たすべき基準やブランド化の検討が進められました。そして、2020 年 4 月に大阪商工会議所が全

国に先駆けて、当該ブランドを冠したサービスを商品化しました。 

 

【合同会社四国サートについて】 

 弊社では、愛媛県および四国の事業者向けの情報セキュリティに関する製品やサービスを提供いたし

ます。今年 4 月から営業開始の予定です。 

 一昨年の令和 3 年 10 月に徳島県つるぎ町の町立半田病院がランサムウェアの被害を受けて診療が止

まり、再開まで 2 か月以上を要した事案（インシデント）がありました。 

 そこで明らかになった事は、ランサムウェアの脅威もさることながら、地方と都市部間での情報セキ

ュリティに関する情報（意識）のギャップおよび、それによって地方の事業者に不利益が生じる可能性

です。このような問題（課題）の解決の一助となるべく、法人を設立しました。 

現在は、産学官の連携により設立された「四国サイバーセキュリティネットワーク」にも加入。今後、

地域 SECUNITY（※）の活動にも積極的に貢献したいと考えています。 
 

社 名 合同会社四国サート 

事業内容 情報セキュリティに関する機器・サービスの販売および運用支援 

情報セキュリティに関する事故（インシデント）や不具合の対応 

情報システムの運用に関するサポート 

設 立  ２０２２年１０月２４日 

資本金 ２００万円 

代表者 藤内 伸二 

本店所在地 愛媛県伊予郡砥部町原町２６６番地 

社員数 １名（増員予定あり） 

主な 

取扱製品 

および 

サービス 

「商工会議所サイバーセキュリティお助け隊サービス」（大阪商工会議所） 
Security Action（セキュリティ アクション）自己宣言支援 
PC 定期侵害調査サービス 
クラウドバックアップサービス 
サイバー攻撃早期発見サービス 
UTM（統合脅威管理装置）設置・保守、他 

 

※地域 SECUNITY：サイバー攻撃が高度化・巧妙化し、幅広い企業が標的となっている現状を鑑み、経

済産業省が総務省等と連携して形成支援を進める、地域に根差したサイバーセキ

ュリティに関するコミュニティ。地域の民間企業、行政機関、教育機関、関係団体

等で構成され、セキュリティについての情報交換や「共助」の関係を築く事が期待

されている。 

（参考）https://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/secunity.html 

経済産業省 地域 SECUNITY（セキュリティ・コミュニティ） 

https://www.sec-dogo.jp/meaning/ 

サイバーセキュリティシンポジウム道後 2023（開催趣旨） 


